
 議 第  ６８  号  

令和２年(2020年)９月２４日  

 

  

  

熊本市立野外教育施設運営協議会委員の委嘱について 

 

 

熊本市立野外教育施設運営協議会委員を別紙のとおり委嘱したいので、議決を求める。 

 

 

熊本市教育長 遠藤 洋路 

 

 

（提出理由） 

 熊本市立野外教育施設条例（昭和 50 年 3 月 19 日条例第 13 号）第 9 条の規定により、熊本立

野外教育施設運営協議会委員を委嘱するため、熊本市教育委員会教育長事務委任等規則（昭和 27

年教委規則第 6 号）第 1 条第 12 号の規定に基づき教育委員会の議決を求めるものである。 

 これが、この議案を提出する理由である。 
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氏名 性別 所属団体・役職等 任期

中川　保敬 男 熊本大学名誉教授
　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

小林　寛子 女
東海大学経営学部　観光ビジネス学科
教授

　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

森江　史子 女
熊本市立小学校校長会　学校経営部会
委員

　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

久保　誠二 男 熊本県キャンプ協会理事
　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

濱田　孝正 男 WaWくまもとネットワーク事務局長
　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

山本　一郎 男 熊本市子ども会育成協議会会長
　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

日高　加寿美 女 熊本市PTA協議会市P担当副会長部会長
　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

甲斐　誠一 男 熊本森林管理署　森林技術指導官
　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

西村　一弘 男
芳野校区自治会連合会会長 　令和2年10月 1日　～

　令和4年9月30日

下田　幸成 男 河内校区自治協議会会長
　令和2年10月 1日　～
　令和4年9月30日

熊本市立野外教育施設運営協議会委員名簿（案） 別 紙
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○熊本市立野外教育施設条例 〔青少年教育課〕

昭不日50年 3月 19日

条例第13号

(設置)

第1条 本市は、恵まれた自然環境の中での集団生活を通 じて、少年の健全な育成を図るこ

とを目的として、野外教育施設を設置する。

(平9条例 16。 一部改正 )

(名 称及び位置 )

第2条 野外教育施設の名称及び位置は、次のとお りとする。

名称 位置

熊本市立金峰山少年自然の家 熊本市西区池上町字西平山

(平 9条例 16・ 平17条例100平23条例62・ 平29条例 13。 一部改正 )

(事業)

第3条 野外教育施設は、第二:笙の目的を達成するために次に掲げる事業を行 う。

(1)少年の集団宿泊訓練に関すること。

(2)少年の野外観察その他自然に親 しむ学習活動に関すること。

(3)少年の体育、レクリエーション及び野外活動に関すること。

(4)少年団体の育成及び指導に関すること。

(5)その他野外教育施設の設置の目的を達成するために必要な事業

(平9条例 16・ 平14条例440-部改正)

(使用者の範囲)

第4条 野外教育施設を使用することができるものは、塾璽茎奎量 のいずれかに該当するもの

とする。

(1)教育課程に基づく学習活動を行 う本市内の小学校の児童若 しくは中学校の生徒又は

これ らに準ずる者及びその引率者

(2)本市内の小学校の児童若 しくは中学校の生徒又はこれ らに準ずる者を主たる構成員

とする団体及びその引率者

(3)血型生に掲げるもののほか、熊本市教育委員会 (以下 「委員会」 とい う。)が適当と

認めるもの。

(平9条例 16。 旧第5条繰上 。一部改正、平28条例44・ 一部改正)

(使用許可)

第5条 野外教育施設を使用 しようとするものは、委員会の許可を受けなければならない。

(平 9条例 16・ 旧第6条繰上 。一部改正 )

(使用の不許可 )

第6条 委員会は、使用の日的、方法等が次の釜_量の一に該当すると認められる場合は、並

条の許可をせず、既にした許可を取 り消 し、又はその使用を停止することができる。

(1)野外教育施設の設置 日的に反するとき。

(2)施設、設備等を損傷 し、又はそのおそれがあるとき。

(3)公の秩序又は善良の風俗を害するおそれのあるとき。

(4)そ の他管理運営上支障があると認められるとき。

2 並上の許可の取消 し又は使用の停止等によって使用者が損害を受けても、市は、その責

を負わない。

(平9条例 16・ 旧第7条繰上 。一部改正、平14条例44。 一部改正 )

(使用料 )

第7条 野外教育施設の使用料は、無料 とする。

3



(平9条例 16・ 旧第8条繰上 。一部改正 )

(損害賠償 )

第8条 使用者は、野外教育施設の施設、設備等をき損 し、又は滅失 したときは、速やかに

これを原状に復するか、又は委員会が認定する額を賠償 しなければならない。ただし、

委員会がやむを得ない と認めたときは、この限 りでない。

(平 9条例 16。 旧第9条繰上 。一部改正 )

(運営協議会 )

第9条 野外教育施設の運営を効果的に行 うため、熊本市立野外教育施設運営協議会 (以下

「協議会」 とい う。)を置 く。

2 協議会の委員は、10人以内とし、委員会が委嘱又は任命する。

3 委員の任期は、2年 とする。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。

4 協議会に関し必要な事項は、委員会が別に定める。

(昭 51条例23・ 追加、平9条例 16・ 旧第10条繰上 。一音I`改正、平16条例27・ 一部改

正 )

(委任 )

第10条 二の生塾に定めるもののほか、野外教育施設の管理運営等に関し必要な事項は、

委員会が定める。

(昭 51条例23・ 旧第10条繰下、平9条例 16・ 旧第11条繰上 。一部改正)

附 貝」

この条旦 は、規則で定める日から施行する。

(昭和50年 8月 14日 規則第45号で昭和50年 8月 15日 から施行 )

附 則 (昭和51年 3月 26日 条例第23号 )

この条例は、昭和51年 4月 1日 から施行する:

附 則 (平成9年 3月 28日 条例第16号 )

この条例は、平成9年4月 1日 から施行する。

附 則 (平成14年9月 24日 条例第44号 )

この条例は、公布の日から施行する。

附 則 (平成16年 3月 31日 条例第27号 )

1 この条例は、平成16年4月 1日 から施行する。

2 この条例の施行の日から平成17年5月 31日 までの間において、この条例による改正後の

第9条第 1項に規定する熊本市立野外教育施設運営協議会の委員 となった者の任期は、同

条第3項の規定にかかわらず、同日までとする。

附 則 (平成17年 3月 24日 条例第10号 )

この条例は、公布の日から施行する。

附 則 (平成23年 12月 19日 条例第62号)抄

この条例は、平成24年 4月 1日 から施行する。

附 則 (平成28年 3月 24日 条例第44号 )

この条例は、平成28年4月 1日 から施行する。

附 則 (平成29年3月 24日 条例第13号 )

この条例は、平成29年4月 1日 から施行する。
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